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第１５９通常国会スタート 
 
 昨日、第 159 通常国会が召集され、６月 16
日まで 150日間の会期で論戦が展開されます。 
 本通常国会では、内閣が１２５本の法案を提
出する予定になっています。提出予定法案には、

道路関係４公団民営化のための高速道路株式会

社法案、地方税法の一部改正法案、年金改正法
案などが含まれています。また、雇用労働関係

では、労働組合法の一部改正法案、労働審判法

案、育児介護休業法の一部改正法案などが提出
される予定です。 
 

年金審議は慎重に！ 
 本通常国会の「目玉」である年金改正法案は、

２月中旬に国会に提出され、審議は給付と負担

のあり方が焦点になります。また、女性と年金
に関わる、第３号被保険者・遺族年金のあり方、

離婚時の年金分割なども合わせて審議されます。 
 前回の年金改正や一昨年の健康保険法改正で
は、政府・与党は十分な議論を尽くすことなく、

「数の力」で押し切りました。今回の年金改正

が、単なる財政安定化対策にならないよう慎重
な審議が必要です。ＪＡＭは「安心と信頼の年

金制度改革」を実現するために、連合が実施す

る国会対策、各種要請行動、国民へのアピール
行動に積極的に参画していきます。 
 

期間延長など育児介護休業法改正 
 育児介護休業法の改正案は、①育児休業の対

象者を一定の要件を満たした有期雇用契約の労

働者にも適用する、②保育所に入れないなど特
別の理由がある場合は休業期間を１歳６ヵ月ま

で延長する、③子どもの看護休暇を義務化する、

④介護休業は同一の対象家族１人につき、要介 

 
護状態ごとに通算して３ヵ月まで休業できる、

などがポイントです。また改正に合わせて、雇
用保険の育児・介護給付も改正されます。 
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Ｊ Ａ Ｍ       
政策ＮＥＷＳ 

連合の通常国会最重点課題 
 
☆国民の生活不安・将来不安を払拭する予算の実現
 
☆安心と信頼の年金制度改革の実現 
 
☆若年雇用対策の抜本強化と 65 歳までの雇用の義
務化、パート労働者の均等待遇等の法制化 


